
- 1 -

森林整備保全事業現場技術業務委託実施要領の制定について

昭和54年8月23日付け54林野治第2015号

林野庁長官より各都道府県知事あて

〔最終改正〕平成27年３月24日付け26林整計第861号

森林整備保全事業の工事量は、今後ますます増大することが予想され、現場技術業務に

ついて、都道府県の職員のみで対応することは次第に困難になると見込まれている。

このような状況に対応して、今後における森林整備保全事業を円滑に推進するため、こ

の度別紙のとおり森林整備保全事業現場技術業務委託実施要領を定めたので、今後この要

領を参考として適正な運営を図られたい。
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別紙

森林整備保全事業現場技術業務委託実施要領

第１ 目的

この要領は、地方公共団体等が国の補助に係る森林整備保全事業（治山関係事業及び林

道関係事業をいう。）の監督上必要な現場技術業務の一部(以下「現場技術業務」という。）

を建設コンサルタント等に委託する場合の取扱いについて定め、現場技術業務の円滑な推

進を図ることを目的とする。

第２ 委託の範囲

委託できる現場技術業務の範囲は、次のとおりとする。

(1) 契約図書で施工方法、規格等の基準が定められている工事の出来高管理、品質管理、

工程管理等の業務

(2) 監督職員、請負業者、地元関係機関等との連絡業務

(3) 監督職員の指示により行う次の事項に関する業務

ア 工事契約の変更に関する事項

イ 地元関係機関等との協議に関する事項

ウ 設計図書に記載されていない事項

(4) その他特記仕様書で定めた事項

第３ 委託対象工事

現場技術業務の委託は、工事件数、工事内容、現場条件、監督職員の数等を十分勘案し

て、監督職員のみでは契約の適正な履行の確保が困難な工事を対象として行うものとする。

第４ 委託先の選定等

１ 現場技術業務の委託先は、原則として、現場技術業務を遂行する２の管理技術者等

の職員を有する建設コンサルタント等とする。

２ 技術者の資格区分は、別表に定めるところによる。

第５ 現場技術業務の積算

現場技術業務を委託する場合の経費は、次の基準により積算するものとする。



- 3 -

１ 現場技術業務費の構成

直接人件費

業務 直接原価 事務用品費

原価 旅費交通費

直接経費 業務用自動車損料、

燃料費及び運転手賃金等

業務用事務室損料、

備品等

電算機使用経費

その他

業務 その他原価

価格 間接原価

現場技術

業務費
（業務委託料） 一般管理費等

消費税等相当額

２ 構成費目の内容

(1) 直接原価

直接原価は、直接人件費及び直接経費に区分し、その内容は次のとおりとする。

ア 直接人件費

直接人件費は、業務処理に従事する技術者の人件費とする。なお、技術者の資格

区分は、別表に定めるところによるものとする。

イ 直接経費

直接経費は、業務処理に必要な経費のうち次に掲げるものとする。

(ｱ) 事務用品費

(ｲ) 旅費交通費

(ｳ) 業務用自動車損料、燃料費及び運転手賃金等

(ｴ) 現場の雑役に従事する労務者の費用

(ｵ) 業務用事務室損料及び備品費等

(ｶ) 電算機使用経費

これ以外の経費については、その他原価として計上する。

(2) その他原価

その他原価は間接原価および直接経費（積上計上するものは除く）からなる。

ア 間接原価

当該業務担当部署の部門管理者・事務職員の人件費、当該業務担当部署に係る地

代家賃・賃借料・減価償却費・消耗品費・通信運搬費等、当該業務原価のうち直接
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原価以外のものとする。

(3) 一般管理費等

一般管理費等は、業務を処理する建設コンサルタント等における経費等のうち直接

原価、間接原価以外の経費であり、一般管理費と付加利益に区分し、その内容は次の

とおりとする。

ア 一般管理費

一般管理費は、建設コンサルタント等の当該業務担当部署以外の経費であって、

役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信

交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、

租税公課、保険料、雑費等とする。

イ 付加利益

付加利益は、当該業務を実施する建設コンサルタント等を継続的に運営するため

に要する費用であって、法人税、地方税、株主配当金、役員賞与金、内部保留金、

支払利息及び割引料、支払保証料その他の営業外費用等とする。

(4) 消費税等相当額

消費税等相当額は、消費税及び地方消費税とする。

３ 業務委託料の積算

(1) 業務委託料の積算方式

業務委託料の積算は、次の式により行うものとする。

業務委託料＝（実勢価格）＋（消費税等相当額）

＝〔｛（直接人件費＋直接経費）＋（その他原価）｝

＋（一般管理費等）〕×（１＋消費税等率）

(2) 各構成費目の積算

ア 直接人件費

直接人件費は、一般勤務費と超過勤務費の合計額とし、それぞれの積算は次によ

るものとする。

(ｱ) 一般勤務費

一般勤務費は、委託期間に技術者の資格区分に応じた月額単価を乗じて得た額と

する。

なお、委託期間は、月数単位（小数第２位を四捨五入し１位止め。）とし、技術

者の月額単価は、別に定める技術者の基準日額に積算勤務日数（20日/月）を乗じ
て得た額とする。

(ｲ) 超過勤務費

超過勤務費は、必要に応じ１ヶ月当たり30時間を標準として計上し、１時間当た

りの単価は、次の式により算定した額とする。

１時間当たりの単価＝基準日数×1/8×Ａ×Ｂ
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ただし、Ａ：時間外割増率（125/100、ただし22時から5時の間は
150/100）

Ｂ：基本給構成比（0.5）

イ 直接経費

直接経費は、第５の２の(1)のイの各項目について実費を次により積算する。た

だし、各項目の(ｱ)、(ｴ)、(ｵ)及び(ｶ)については、業務遂行上特に必要で、特記仕

様書に明記した場合のみ積算する。

(ｱ) 事務用品費

事務用品費は、原則として貸与又は支給することとし、特別な場合を除き積算し

ないが、積算する場合は下記による。

ａ 設計積算に関する業務の場合

設計積算に係わる期間の直接人件費×1/100
ｂ 監督に関する業務の場合

監督に係わる期間の直接人件費×0.5/100
(ｲ) 旅費交通費

旅費交通費は、発注者が定めている旅費に関する規則等に準じて積算する。

ただし、業務場所から現地までの往復は、業務用自動車により行うものとし、交

通費、日額旅費は精算しない。

ａ 通勤で業務を行う場合

本支店から業務場所までの通勤距離が片道30km 以内又は自家用自動車にて片
道１時間以内（大都会近郊で一般交通機関を利用して通勤することが一般的と考

えられる場合は、片道50km 以内又は片道通勤時間が１時間30分以内。）につい
ては、交通費は計上しない。

ｂ 滞在して業務を行う場合

通勤距離又は自家用自動車による通勤所要時間が前記ａを超える場合は、交通

費及び滞在費を積算する。

(a) 交通費
交通費は、本支店から業務場所までの運賃及び特急料（急行料）の往復で積算

する。

区 分 適 用 備 考

片道50～100km未満 急行料 在来線積算を原則とする

片道100km以上 特急料

(b) 滞在費
滞在費は、業務のため現地に滞在する費用とし、その積算は、発注者が定めて

いる旅費に関する規則等の「下宿その他これに準ずる宿泊施設に宿泊する場合。」

を適用する。

なお、滞在費の対象日数は、月30日とし、契約後５日間は準備期間として積算

の対象外とする。
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(ｳ) 業務用自動車損料、燃料費及び運転手賃金

業務に必要な自動車に要する費用は、以下により積算する。

ａ 業務用自動車の規格は、原則として５人乗りライトバン（1,500cc）とする。
ｂ １日の運転時間は、３時間を限度として現場の状況により所要時間を計上し、

燃料及び運転時間当たり損料は当該時間、供用日当たり損料は1日分を計上する。

ｃ 業務用自動車損料については、別に定めるところによる。

ｄ 運転労務費は、現場技術員が直接運転するものとして計上しない。

ｅ 運転対象日数は、月20日とする。

(ｴ) 現場の雑役に従事する労務者の費用

現場の雑役に従事する労務者の費用は、特別な場合を除き積算しない。

(ｵ) 業務用事務室損料及び備品費等

業務用事務室損料及び備品費等は、原則として委託者が設置した現場事務所等を

使用することとし、特別な場合を除き積算しない。

(ｶ) 電算機使用経費

電算機リース料等が必要となる場合に計上するものとする。

ウ その他原価

その他原価は、次式により算定した額の範囲内とする。

（その他原価）＝（直接人件費）×α／（１－α）

ただし、αは業務原価（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の割

合であり、２５％とする。

エ 一般管理費等

一般管理費等は次式により算定した額の範囲内とする。

（一般管理費等）＝（業務原価）×β／（１－β）

ただし、βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり、３５％とする。

オ 消費税等相当額

消費税等相当額は、業務価格に消費税及び地方消費税の率を乗じて得た額とする。

第６ 現場技術業務委託費の変更の取扱い

現場技術業務委託費の変更は、次の各号に基づいて行うものとし、委託者の積算書

をもとにして次の式により算出する。

変更現場技術 変更現場技術 直前の現場技術業務委託費
＝ ×

業務委託費 業務積算金額 直前の現場技術業務積算金額

（注）１ 変更積算業務価格は、当初の積算方法と同一の方法により行う。

２ 直前の現場技術業務委託金額及び直前の現場技術業務積算金額は、消費税

等相当額を含んだ額とする。

１ 直接人件費

直接人件費は、編成人員又は委託期間に変更のない限り変更しないものとする。
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２ 直接経費

ア 旅費・交通費は、委託期間又は業務内容の変更に伴い当初契約に係る旅費・交通

費が変動する場合に限り、実績に関係なく委託者の積算に基づき変更する。

イ 業務用自動車損料、燃料費及び運転手賃金等は、委託期間が変更になった場合に

限り、その増減に比例して変更する。

ウ 上記のア、イ以外の直接経費については、原則として変更の対象としないが、当

初積算していた諸条件が大幅に変更になった場合は変更することができるものとす

る。

３ その他原価及び一般管理費等

その他原価及び一般管理費等は、直接人件費の変更に伴い変更する。
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別表

技術者の名称 技 術 経 歴

管理技術者 １ 技術士法（昭和32年法律第124号）第14条に規定する技術士の登

技師（Ａ） 録（森林土木部門の登録に限る。）を受けた者

２ 委託する現場技術業務に関する専門的な知識及び技術を有し、か

つ現場技術業務の実務経験がある者であって、次の各号のいずれか

に該当するもの

(1) 建設業法（昭和24年法律第100号）第27条に規定する１級土木

施工管理技師の資格を取得し、統括管理の業務経験が５年以上あ

る者

(2) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（同法第69条の

２に規定する大学（以下「短期大学」という。）を除く。）又は旧

大学令（大正7年勅令第388号）による大学において、林業又は土

木に関する課程を修めて卒業した者（以下「大学卒」という。）

であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が13年以上

ある者

(3) 短期大学、学校教育法による高等専門学校又は旧専門学校令（明

治36年勅令第61号）による専門学校において、林業又は土木に関

する課程を修めて卒業した者（以下「専門学校卒」という。）で

あって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が17年以上あ

る者

(4) 学校教育法による高等学校若しくは旧中学校令（昭和18年勅令

第36号）による中学校を卒業した者又はこれと同等以上の資格を

有する者のうち林業若しくは土木の知識及び技術を有していると

認められる者（以下「高等学校卒」という。）であって、卒業（上

記学校の卒業と同等以上の資格を取得した場合を含む。）後森林

土木部門の職務に従事した期間が20年以上ある者

(5) (社)日本森林技術協会が行う林業技師の登録（森林土木部門の

登録に限る。）を受けた者又はこれと同等以上の能力を有する技

術者であって、森林土木部門の職務に従事した期間が４年以上あ

る者

技師（Ｂ） 委託する現場技術業務に関する専門的な知識及び技術を有し、かつ現

場技術業務の実務経験がある者であって、次の各号のいずれかに該当

するもの

(1) １級土木施工管理技師の資格を取得し、その森林土木部門の職

務に従事した期間が５年以上ある者

(2) 大学卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が

８年以上ある者

(3) 専門学校卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期

間が13年以上ある者
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(4) 高等学校卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期

間が18年以上ある者

(5) 林業技師の登録を受けた者又はこれと同等の能力を有する技術

者

技師（Ｃ） 次の各号のいずれかに該当するもの

(1) ２級土木施工管理技師の資格を取得し、その森林土木部門の職

務に従事した期間が４年以上ある者

(2) 大学卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が

５年以上ある者

(3) 専門学校卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期

間が８年以上ある者

(4) 高等学校卒であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期

間が11年以上ある者

技術員 次の各号のいずれかに該当するもの

(1) ２級土木施工管理技師の資格を取得した者

(2) 森林土木部門の職務に従事した期間が３年以上ある者又はこれ

と同等以上の知識及び技術を有する者


